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市議会だより 2

委員会の改組を行いました。新しい委員は次のとおりです。 
（任期：平成25年4月1日～次回一般選挙（注）まで） 

○総務常任委員会【８名】 
（委員長）（副委員長） 

宮本幸輝 平野　正 

渡辺大東 

稲田　勇 

（注）現議員の任期は平成26年４月25日まで 

稲田　勇 

白木一嘉 

宮地　昭 

宮地　昭 

濱田裕介 

（総務常任委員会の所管事項） 

１ 一般行政事務機構の研究について 

２ 市財政内容並びに公有財産の管理 

　 運営について 

３ 非常備消防施設の整備状況について 

○産業建設常任委員会【７名】 
（委員長）  （副委員長） 

坂本けい子 

藤田豊作 

藤田豊作 松田達夫 

松田達夫 

上岡礼三 

小出徳彦 岡崎　裕 

岡崎　裕 

（産業建設常任委員会の所管事項） 

１ 商工業者の近代化促進について 

２ 農林水産振興の基礎調査について 

３ 観光産業開発の基礎調査について 

４ 市道等の維持管理について 

５ 都市計画事業の推進について　など 

○教育民生常任委員会【７名】 
（委員長）  （副委員長） 

中屋和男 

川村一朗 

川村一朗 

北澤　保 

宮崎　努 

宮崎　努 

三吉　忠 

安岡　明 

安岡　明 

（教育民生常任委員会の所管事項） 

１ 教育施設の管理運営について 

２ 環境衛生施設等の整備について 

３ 病院事業の管理運営について 

４ 福祉厚生施設の整備促進について 

５ 保育事業の運営管理について 

○議会運営委員会【９名】 
（委員長）（副委員長） 

矢野川信一 

宮本博行 

平野　正 

（議会運営委員会の所管事項） 

１ 議会の運営について 

２ 議会の会議規則、委員会 

　 条例等について 

３ 市議会だよりの発行につ 

　 いて 

勝　泰彦 

　
四
万
十
市
議
会
３
月
定
例
会
は
、
３
月
４
日
に

開
会
し
、
19
日
ま
で
の
16
日
間
の
会
期
で
開
催
さ

れ
ま
し
た
。 

　
今
期
定
例
会
に
は
、
平
成
24
年
度
補
正
予
算
、
平

成
25
年
度
当
初
予
算
な
ど
予
算
議
案
26
件
、
条
例

の
制
定
等
37
件
、
組
合
規
約
の
一
部
変
更
２
件
及

び
議
員
提
出
議
案
１
件
が
提
出
さ
れ
、
慎
重
に
審

議
を
行
い
ま
し
た
。 

　
市
立
文
化
セ
ン
タ
ー

は
昭
和
44
年
県
立
幡
多

文
化
セ
ン
タ
ー
と
し
て

建
築
さ
れ
、平
成
元
年
に

旧
中
村
市
に
移
管
さ
れ

ま
し
た
。建
築
か
ら
40
年

以
上
が
経
過
し
建
替
え

の
要
望
も
出
さ
れ
て
い

ま
す
。基
金
は
文
化
セ
ン

タ
ー
の
改
築
を
目
的
に

積
み
立
て
る
も
の
で
、
25

年
度
は
１
億
円
が
予
算

積
立
さ
れ
ま
す
。 

　
議
案
に
対
し「
市
長
選

前
で
あ
り
当
初
予
算
は

骨
格
予
算
と
す
る
と
い

う
方
針
に
反
す
る
の
で

は
な
い
か
」と
宮
崎
努
議

員
か
ら
予
算
か
ら
積
立

金
を
削
除
す
る
修
正
案

が
提
出
さ
れ
ま
し
た
。討

論
・
採
決
の
結
果
、
修
正

案
は
賛
成
少
数
で
否
決

さ
れ
ま
し
た
。 

　
一
般
質
問
は
、８
名
が

質
問
に
立
ち
、市
長
の
政

治
姿
勢
、
防
災
対
策
、
四

万
十
川
清
流
保
全
対
策

な
ど
に
つ
い
て
質
し
ま

し
た
。詳
し
く
は
、４
ペ
ー

ジ
か
ら
掲
載
し
て
い
ま

す
の
で
ご
覧
く
だ
さ
い
。 

文
化
施
設
建
設
基
金
条
例
を
可
決 

（
本
年
度
１
億
円
、市
民
寄
付
金
も
積
み
立
て
） 



質問 
順位 

質　　　問　　　要　　　旨 質問 
順位 

質問者 質問者 

坂
本
け
い
子 

上
岡
礼
三 

質　　　問　　　要　　　旨 

小
出
徳
彦 

３ 

１ 

２ 

濱
田
裕
介 

宮
崎
　
努 

４ 

５ 

６ 

７ 

８ 

宮
地
　
昭 

川
村
一
朗 

勝
　
泰
彦 

(一括質問)

(一問一答)

(一問一答)

(一問一答)

(一問一答)

(一括質問)

(一括質問)

(一括質問)

１　市長政治姿勢について 

（１）任期４年間の総轄 

（２）二期目への施策について 

２　組織機構改革 

（１）人事管理について 

３　財政状況と今後について 

（１）特例債、過疎債について 

（２）基金について 

４　市民の安心・安全を守る防犯対策について 

（１）防犯カメラの設置について 

５　観光振興について 

（１）高速道路の延伸による本市への影響は 

１　市長の政治姿勢について 

（１）４年間の実績について 

（２）今後の政策について 

２　教育行政について 

（１）教育研究所の充実について 

（２）教育委員の補充について 

３　転入者の把握について 

（１）市内居住者の納税の取り組みについて 

１　市長の政治姿勢 

（１）４年間の統括 

（２）来期への意気込み 

（３）県との連携について 

２　防災・再生エネルギー 

（１）放射能測定器導入について 

（２）再生エネルギーについて 

（３）集会所について 

（４）防災教育について 

（５）放射能関連 

３　定住対策について 

（１）ドラマの効果と今後の取り組み 

４　文化センター 

（１）施設整備について 

１　市長の政治姿勢について 

（１）25年度予算の考え方について 

２　児童医療費について 

（１）国保税への影響について 

（２）保育料、給食費の未納と児童医療費

　　補助の制限について 

３　市民病院について 

（１）人事交流について 

（２）中医学研究所について 

４　観光施策について 

（１）観光協会と幡多広域観光協議会について 

１　四万十市保育計画は国の保育新システ

　ム移行によりどう変わるのか 

（１）市の保育計画基本的位置付けも変わ

　　るのか 

（２）給食、特にアレルギー対応や病後児

　　保育の検討は 

（３）公立保育所としての運営基本は変わ

　　らないのか 

（４）保育所の耐震診断、改築計画が示さ

　　れているが全保育所の飛散ガラス防止

　　対策は 

２　福祉避難所の設置について 

（１）四万十市の福祉避難所指定状況 

（２）国の福祉避難所設置緊急促進事業活

　　用計画は 

３　生活保護基準の引き下げに伴い他の制

　度に生じる影響について 

（１）就学援助金 

（２）介護保険料、保育料への影響 

１　田中市政（H21～24）の評価と次期

　への指針 

（１）地域（中山間）の現状と存続への方策 

（２）財政運営（H21～24）実績評価 

（３）第２次行政改革の目標値 

（４）第２期総合計画策定について 

１　四万十川の清流保全について 

（１）河川内の汚泥（土）除去とシラス漁の

　　規制について 

（２）養豚団地構想 

２　鳥獣害対策について 

（１）緊急捕獲等計画 

（２）食肉処理施設 

１　「通学路の安全対策」について 

（１）全国の総点検を踏まえ本市の今後の

　　整備は 

２　学校、保育所等の非構造部材の耐震化

　について 

（１）今後の取り組みは 

（２）老朽化対策（長寿命化対策について） 

３　園児、児童生徒の食物アレルギー対策は 

（１）アレルギー給食対応と該当者数は 

（２）緊急時の職員対応（エピペン等使用

　　研修会等） 

４　期日前投票等（宣誓書について） 

（１）高齢者、障がい者の心理的な負担軽減を 

５　災害避難道等施設整備について 

（１）確約書について（文章表現） 

６　家庭用合併処理浄化槽の適正化について 

（１）設置者の公平さについて（保守点検、

　　法定点検） 

（２）清流四万十川を守るために 

3 市議会だより 

《 通 告 表 》 一般質問 

※氏名の下の（　）書は、質問方式（一問一答質問方式か一括質問方法かは、議員が選択します） 



市
長
政
治
姿
勢
・
４
年
間
の 

総
括 

上岡礼三 議員 

　
　
４
年
間
で
の
市
政
懇

談
会
の
実
施
状
況
と
回
数

は
。 

　
　
市
政
懇
談
会
で
の

市
民
の
声
を
ど
う
市
政

運
営
に
反
映
さ
せ
て
き

た
か
。 

　
　
下
田
地
区
防
災
避
難

施
設
整
備
に
つ
い
て
市
民

へ
の
周
知
、県
と
の
協
議
は
。 

　
　
将
来
へ
の
財
源
確
保

と
財
政
収
支
の
見
通
し
は
。 

　
　
今
年
３
月
議
会
前

の
懇
談
会
設
定
の
理
由

と
市
民
の
声
を
ど
う
活

か
す
か
。 

　
　
地
域
単
位
の
も
の

は
就
任
初
年
度
市
内
24

カ
所
、
地
域
単
位
で
西
土

佐
12
、
中
村
12
カ
所
。
昨

年
秋
以
降
８
カ
所
、
計
32

カ
所
実
施
。
延
べ
出
席
者

は
８
０
０
人
。 

　
　
た
く
さ
ん
あ
る
が

自
主
防
災
組
織
へ
の
支

援
の
充
実
に
対
し
Ｈ
24

年
補
助
要
綱
の
改
訂
を

し
て
対
応
。
林
業
不
振
に

よ
る
材
価
に
対
し
市
産

材
利
用
促
進
事
業
を
立

ち
上
げ
た
。
雇
用
に
対
す

る
農
商
工
連
携
事
業
も

立
ち
上
げ
特
産
品
開
発

に
取
り
組
ん
で
い
る
。
西

土
佐
地
域
の
園
芸
作
物

価
格
安
定
基
金
制
度
も

中
村
と
西
土
佐
の
制
度

を
統
一
し
残
す
方
向
を

打
ち
出
し
た
。 

　
　
県
下
で
複
数
タ
ワ
ー

を
整
備
し
て
い
る
の
は
本

市
だ
け
。
先
行
し
て
津
波

避
難
対
策
を
や
っ
て
い
る
。

ワ
ー
ク
シ
ョ
ッ
プ
を
２
回

開
催
し
下
田
八
束
地
区
で

の
高
台
開
発
拠
点
施
設
整

備
を
す
る
方
向
を
出
し
た
。

関
係
地
域
団
体
、
役
所
と

も
意
見
交
換
し
な
が
ら
こ

の
案
を
進
め
て
い
る
。 

　
　
就
任
後
３
回
の
決
算

で
約
８
億
２
５
０
０
万
円

の
黒
字
で
あ
る
。
財
政
調

整
基
金
、
減
債
基
金
も
24

億
円
と
な
っ
た
。し
か
し
、

財
政
収
支
の
見
通
し
で
は

28
年
度
か
ら
５
年
間
で
13

億
円
の
財
源
不
足
が
生
じ

る
。 

　
　
任
期
最
初
で
あ
れ

最
後
で
あ
れ
市
民
の
声

を
常
に
聞
く
姿
勢
で
臨

ん
で
い
る
。
こ
の
間
８
回

の
市
政
懇
談
会
は
中
山

間
地
域
に
絞
っ
て
回
っ
た
。

県
の
第
２
期
産
業
振
興

計
画
の
中
で
の
集
落
活

動
セ
ン
タ
ー
整
備
等
、
今

後
の
市
政
に
反
映
さ
せ

る
た
め
再
度
地
域
を
絞

っ
た
。 

市
長
の
政
治
姿
勢 

　
　
４
年
間
の
実
績
に
つ

い
て
、
田
中
市
長
は
選
挙

用
に
作
成
さ
れ
た
「
後
援

会
討
議
資
料
」の
小
冊
子「
み

な
さ
ん
と
歩
ん
だ
田
中
市

政
」の「
実
施
細
目
」の
部
分
、

語
尾
の
一
部
を
取
り
上
げ

る
と
①
〜
の
作
成
検
討
、

②
〜
の
要
望
予
定
、
③
〜

の
検
討
し
た
い
、
④
〜
化

の
努
力
な
ど
の
言
葉
の
羅

列
で
あ
り
、
４
年
間
の
実

績
で
は
な
く
市
民
を
惑
わ

す
手
口
で
な
い
か
お
聞
き

し
た
い
。 

　
　
田
野
川
小
学
校
休
校

舎
を
地
元
の
要
望
を
受
け
、

教
育
研
究
所
に
す
べ
き
で

な
い
か
。 

　
　
教
育
委
員
が
１
年
近

く
欠
員
に
な
っ
て
い
る
が
、

補
充
に
つ
い
て
経
過
と
対

応
に
つ
い
て
聞
く
。 

　
　
小
冊
子
は
後
援
会
が

作
成
し
た
も
の
で
あ
り
、

後
援
会
に
お
聞
き
い
た
だ

き
た
い
。 

　
し
か
し
私
は
、
こ
の
４

年
間
市
民
と
の
「
対
話
と

協
調
を
基
本
」に「
弱
い
立

場
の
人
」を
応
援
し「
四
万

十
市
の
再
生
す
る
環
境
・

産
業
を
育
む
」
な
ど
の
５

つ
の
基
本
姿
勢
で
取
り
組

ん
で
き
た
と
こ
ろ
で
す
。 

　
　
選
任
に
つ
い
て
は
地

域
性
も
配
慮
し
、
委
員
は

児
童
、
生
徒
の
在
校
生
の

保
護
者
の
要
件
を
満
た
す

条
件
も
あ
り
早
急
な
補
充

を
考
え
た
い
。 

　
　
４
月
に
向
け
て
統
合

を
円
滑
に
進
め
る
こ
と
が

で
き
た
の
で
、
３
地
区
の

意
見
を
聞
き
、
一
方
で
教

育
研
究
所
の
役
割
等
の
勘

案
し
な
が
ら
、
地
区
の
要

望
を
検
討
し
一
定
の
方
向

性
を
出
し
た
い
。 

　
　
市
内
に
住
居
を
持
ち

企
業
に
勤
務
、
ま
た
、
ス
ナ

ッ
ク
・
居
酒
屋
の
経
営
を

行
っ
て
い
る
が
住
民
登
録

を
し
て
い
な
い
者
へ
の
住

民
外
課
税
の
徴
収
に
つ
い

て
の
現
状
と
今
後
の
対
策

に
つ
い
て
聞
く
。 

　
　
住
民
登
録
が
さ
れ
な

い
方
へ
の
住
登
外
課
税
は
、

生
活
の
本
拠
が
あ
る
市
町

村
で
課
税
す
る
こ
と
が
で

き
る
た
め
、
平
成
24
年
度

１
４
６
名
あ
り
、
課
税
額

は
１
５
６
０
万
円
程
度
と

な
っ
て
い
る
。
本
人
の
申

告
に
よ
る
と
こ
ろ
が
大
き

く
、
ま
た
情
報
入
手
し
財

源
確
保
に
努
め
ま
す
。 

小出徳彦 議員 

質
問 

質
問 

対
話
と
協
調
に
よ
る
市

民
の
声
を
市
政
に
ど
う

反
映
さ
せ
て
き
た
か 

現
在
取
り
組
ん
で
い
る

防
災
対
策
へ
の
市
民
の

声
を
ど
う
反
映
、取
り
入

れ
て
い
る
か 

二
期
目
へ
の
施
策 

質
問 

質
問 

質
問 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

質
問 

教
育
研
究
所
の
充
実 

質
問 

教
育
委
員
の
後
補
充 

質
問 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

市
内
居
住
者
の
納
税
の

取
り
組
み 

質
問 

答
弁 

＝議員の一般質問に関する記事の原稿は、質問議員自らが項目を選定し作成しています＝ 

の
う
し
ょ
う
こ
う
れ
ん
け
い 

い 

の
ぞ 

か
い 

さ
い 

き
ょ 

て
ん 

げ
ん 

さ
い 

し
ぼ 

か
い
て
い 

し 

さ
ん 

ざ
い 

し
ょ
う
さ
っ
し 

え
ん
か
つ 

じ
ゅ
う
と
う
が
い 

ほ
ん
き
ょ 

せ
ん
に
ん 

は
い 

り
ょ 

か
ん 

あ
ん 

ま
ど 

ら 

れ
つ 

こ
ん 

だ
ん
か
い 

市議会だより 4



　
　
４
年
間
の
自
己
評
価

を
問
う
。 

　
　
県
と
の
関
係
を
懸
念

す
る
声
を
聞
く
が
、
ど
の

よ
う
に
考
え
て
い
る
か
。 

　
　
地
区
が
事
業
主
体
と

な
っ
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
の
導
入
に
取
り
組
ん

で
い
る
地
区
が
あ
る
と
聞

く
が
、
そ
れ
に
つ
い
て
、
ど

の
よ
う
に
考
え
る
か
。 

　
　
来
期
の
抱
負
を
問
う
。 

　
　
54
の
公
約
に
関
し
て

の
達
成
度
は
様
々
だ
が
、

概
ね
取
り
組
ん
で
い
る
。

反
省
点
と
し
て
は
、
東
日

本
大
震
災
以
前
は
津
波
に

対
す
る
危
機
意
識
が
ま
だ

ま
だ
低
か
っ
た
が
、
現
在

は
新
し
く
担
当
課
を
新
設

す
る
な
ど
、
最
重
要
課
題

と
し
て
し
っ
か
り
取
り
組

ん
で
い
る
。 

　
　
防
災
は
最
重
要
課
題
、

市
民
病
院
も
ま
だ
ま
だ
再

建
途
中
、
地
域
公
共
交
通

の
普
及
、
健
康
福
祉
委
員

会
の
拡
充
、
中
心
市
街
地

活
性
化
、
文
化
施
設
の
建

設
等
ハ
ー
ド
、
ソ
フ
ト
両

面
か
ら
、
地
域
を
守
る
取

り
組
み
を
し
た
い
。 

　
　
市
と
し
て
も
で
き
る

か
ぎ
り
バ
ッ
ク
ア
ッ
プ
し

て
い
き
た
い
。 

　
　
売
電
型
の
シ
ス
テ
ム

よ
り
、
独
立
型
の
シ
ス
テ

ム
の
方
が
よ
り
効
果
的
で
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
の
地
産
地
消

に
繋
が
る
と
思
う
が
、
ど

う
考
え
る
か
。 

　
　
蓄
電
池
が
高
額
で
あ

る
等
の
問
題
点
が
ク
リ
ア

さ
れ
れ
ば
、
独
立
型
の
方

が
よ
り
有
効
で
あ
る
と
認

識
し
て
い
る
。 

　
　
低
線
量
・
内
部
被
曝

の
専
門
家
を
、
市
民
大
学

等
の
講
師
に
招
く
等
の
考

え
は
な
い
か
。 

　
　
前
向
き
に
検
討
し
て

い
き
た
い
。 

　
　
過
去
に
は
県
と
の
関

係
が
悪
化
し
て
、ほ
と
ん
ど

コ
ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
が

無
か
っ
た
時
期
が
あ
っ
た
が
、

自
分
が
就
任
し
て
か
ら
随

分
改
善
さ
れ
て
、医
師
確
保

の
窓
口
等
、県
と
の
パ
イ
プ

も
か
な
り
太
く
な
っ
た
と

感
じ
て
い
る
。市
民
病
院
の

再
建
、ド
ラ
マ
の
誘
致
等
は

県
と
の
連
携
が
あ
っ
て
の

成
果
で
あ
る
。 

　
緊
急
・
ふ
る
さ
と
雇
用
、

あ
っ
た
か
ふ
れ
あ
い
セ
ン

タ
ー
事
業
等
で
も
、本
市
は

大
き
な
実
績
が
あ
り
、県
か

ら
も
大
変
頼
ら
れ
て
い
る
。 

市
長
の
政
治
姿
勢 

市
長
の
政
治
姿
勢 

　
　
来
年
度
予
算
は
、
緊

急
性
や
市
民
生
活
へ
の
影

響
の
あ
る
も
の
へ
の
骨
格

予
算
と
し
な
が
ら
、
文
化

施
設
建
設
基
金
の
ど
こ
に

緊
急
性
が
あ
る
の
か
。 

　
　
以
前
、
今
後
の
財
政

運
営
上
、
基
金
は
極
力
残

す
と
言
っ
て
い
た
が
、
何

に
で
も
使
え
る
基
金
を
文

化
施
設
建
設
基
金
に
、
今

限
定
す
る
の
は
、
選
挙
対

策
で
は
な
い
か
。 

　
　
拡
大
で
受
診
増
に
よ

る
国
保
税
へ
の
影
響
は
な

い
か
。 

　
　
保
育
料
、
給
食
費
未

納
者
へ
の
制
限
は
考
え
な

い
の
か
。 

　
　
市
長
公
約
で
今
期
中

に
約
束
し
た
も
の
で
、
１

０
０
％
の
市
民
の
声
で
あ

る
か
ら
計
上
し
た
。 

　
　
ど
う
し
て
そ
う
選
挙

に
結
び
付
け
る
の
か
、
理

解
で
き
な
い
。
文
化
セ
ン

タ
ー
が
い
ら
な
い
と
い
う

人
は
い
な
い
。
市
民
の
１

０
０
％
の
声
で
、
公
約
な

の
で
早
急
に
や
る
必
要
が

あ
っ
た
。 

　
　
前
回
の
引
き
上
げ
で

も
受
診
増
は
無
く
、
国
保

税
へ
の
影
響
は
ほ
ぼ
無
い
。 

　
　
医
療
費
無
料
化
と
未

納
は
別
問
題
だ
。 

　
　
市
民
病
院
と
西
土
佐

診
療
所
で
の
人
事
交
流
は

無
い
の
か
。 

　
　
下
田
の
中
医
学
研
究

所
の
防
災
拠
点
化
は
、
目

的
外
利
用
で
一
般
会
計
の

負
担
増
に
な
ら
な
い
か
。 

　
　
病
院
の
特
色
が
違
う

た
め
行
っ
て
い
な
い
が
、

今
後
検
討
す
る
。 

　
　
市
観
光
協
会
と
幡
多

広
域
観
光
協
議
会
の
併
設

は
お
客
さ
ん
に
混
乱
を
与

え
る
。
中
心
市
街
地
活
性

化
の
観
点
か
ら
も
、
市
観

光
協
会
は
街
中
に
移
転
す

べ
き
で
は
な
い
か
。 

　
　
レ
イ
ア
ウ
ト
や
業
務

内
容
は
今
後
検
討
す
る
。

観
光
協
会
に
つ
い
て
は
、

今
後
の
中
心
市
街
地
活
性

化
計
画
の
見
直
し
の
中
で

検
討
す
る
。 

　
　
利
用
形
態
に
つ
い
て

の
検
討
は
こ
れ
か
ら
す
る
。

目
的
外
利
用
に
な
れ
ば
、

約
１
億
５
千
万
円
を
一
般

会
計
で
賄
う
必
要
が
あ
る
。 

　
　
下
田
の
中
医
学
研
究

所
を
ヘ
ル
ス
ツ
ー
リ
ズ
ム

に
利
用
し
た
い
と
の
要
望

を
断
っ
た
の
は
何
故
か
。 

　
　
断
っ
て
い
な
い
。
具

体
的
な
内
容
に
乏
し
く
、

詳
し
い
計
画
書
で
の
提
案

を
求
め
た
が
、
以
降
提
案

が
無
い
。 

濱田裕介 議員 

宮崎　努 議員 

質
問 

質
問 

質
問 

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
、

放
射
能
関
連 

質
問 

児
童
医
療
費
無
償
化 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

質
問 

答
弁 

質
問 

答
弁 

答
弁 

質
問 

質
問 

質
問 

質
問 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

市
民
病
院
に
つ
い
て 

質
問 

質
問 

答
弁 

幡
多
観
光
キ
ャ
ン
ペ
ー
ン 

質
問 

答
弁 

答
弁 

質
問 

答
弁 

＝議員の一般質問に関する記事の原稿は、質問議員自らが項目を選定し作成しています＝ 
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四
万
十
市
保
育
計
画
と 

新
シ
ス
テ
ム 

中
山
間
の
現
状
と 

発
展
へ
の
方
策 

宮地　昭 議員 

　
　
27
年
度
か
ら
の
新
シ

ス
テ
ム
に
よ
る
保
育
実
施

に
向
け
て
今
後
、
市
の
保

育
運
営
に
ど
ん
な
変
化
が

出
る
の
か
。
病
後
児
保
育

な
ど
四
万
十
市
保
育
計
画

は
継
続
さ
れ
る
の
か
。
保

育
所
の
ガ
ラ
ス
の
飛
散
防

止
対
策
の
早
急
な
取
り
組

み
を
求
め
る
。 

　
　
政
府
は
８
月
か
ら

生
活
保
護
費
の
引
き
下

げ
を
計
画
。
生
活
保
護
世

帯
の
増
大
は
雇
用
の
規

制
緩
和
、
社
会
保
障
の
切

捨
て
な
ど
、
構
造
改
革
で

政
府
自
ら
が
貧
困
を
拡

大
さ
せ
た
為
で
そ
の
反

省
も
な
い
。
最
後
の
セ
ー

フ
テ
ィ
ー
ネ
ッ
ト
で
あ

る
生
活
保
護
の
基
準
額

は
最
低
生
活
を
保
障
す

る
水
準
で
あ
り
、
そ
の
引

き
下
げ
の
影
響
は
生
活

保
護
の
受
給
者
だ
け
で

な
く
、
他
の
生
活
支
援
利

用
者
に
も
深
刻
な
影
響

を
与
え
る
の
で
は
な
い
か
。 

　
生
活
保
護
基
準
が
基

礎
と
な
る
非
課
税
限
度

額
に
よ
る
支
援
、
減
免
制

度
の
数
は
ど
の
ぐ
ら
い

あ
る
の
か
。
基
準
額
の
変

更
に
よ
る
非
課
税
世
帯

へ
の
影
響
と
、
波
及
さ
せ

な
い
制
度
的
保
障
が
出

来
る
の
か
。 

　
　
児
童
福
祉
法
は
残
っ

て
い
る
の
で
、
引
き
続
き

保
育
計
画
は
継
続
す
る
。

シ
ス
テ
ム
の
影
響
は
こ
れ

か
ら
国
の
行
う
検
討
に
よ

る
。
ガ
ラ
ス
の
飛
散
防
止

対
策
は
県
の
補
助
を
活
用

し
、
残
り
の
15
保
育
所
を

28
年
ま
で
に
完
了
予
定
。

認
可
保
育
所
も
対
策
を
行

う
。 

　
　
就
学
援
助
金
は
、
25

年
度
の
認
定
は
今
ま
で
の

ま
ま
。以
後
、基
準
額
の
変

更
に
よ
る
準
要
保
護
家
庭

へ
の
影
響
は
考
え
ら
れ
る
。

福
祉
事
務
所
で
は
、保
育
料
、

福
祉
補
装
具
助
成
な
ど
十

数
項
目
あ
る
。
保
健
介
護

課
で
は
、
非
課
税
世
帯
で

な
く
な
る
事
に
よ
る
介
護

保
険
料
の
増
額
、
施
設
入

所
者
の
室
料
、
食
費
の
減

額
除
外
な
ど
。
税
務
課
で

は
市
税
の
非
課
税
か
否
か

に
よ
り
国
保
税
の
課
税
減

免
、軽
減
措
置
、高
額
医
療

費
の
限
度
額
な
ど
影
響
が

あ
る
が
、
26
年
度
以
後
で

あ
り
政
府
の
「
影
響
を
及

ぼ
さ
な
い
検
討
」
を
注
視

し
た
い
。 

　
　
広
い
中
山
間
を
持
つ

本
市
の
現
状
は
次
第
と
厳

し
さ
を
増
し
て
い
る
。
４

年
間
の
実
績
に
市
長
は
一

定
の
成
果
を
得
た
と
公
言

さ
れ
た
。
現
状
を
ど
う
捉

え
る
か
、ま
た
成
果
は
。 

　
　
限
界
集
落
の
状
況
、

緊
急
・
ふ
る
さ
と
雇
用
の

実
績
と
見
通
し
は
。 

　
　
弱
者
を
支
援
す
る
生

活
保
護
費
は
４
年
間
で
約

１
・
７
億
円
増
加
し
た
。
全

国
的
に
不
正
受
給
が
報
道

さ
れ
る
中
、
本
市
の
監
視

状
況
は
。 

　
　
警
察
Ｏ
Ｂ
に
よ
る
監

視
の
強
化
を
図
れ
。 

　
　
へ
き
地
は
高
齢
の
進

展
と
共
に
次
第
と
集
落
の

衰
退
を
懸
念
す
る
。 

　
荒
れ
地
の
回
復
、
集
落

営
農
の
基
盤
造
り
等
市
独

自
の
資
金
援
助
を
。
ま
た
、

自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
開
発

が
幡
多
郡
下
で
最
も
遅
れ

て
い
る
。 

　
地
形
的
特
性
を
踏
ま
え
、

新
し
い
産
業
の
構
築
に
市

長
の
外
交
努
力
が
問
わ
れ

て
い
る
。 

　
　
共
存
共
栄
の
基
本
を

最
優
先
に
市
政
に
臨
ん
だ
。

健
康
福
祉
の
組
織
化
、
地

域
支
援
員
の
配
置
、
デ
マ

ン
ド
交
通
、
ふ
る
さ
と
応

援
団
増
に
よ
る
奇
贈
金
の

拡
大
と
共
に
、
人
口
の
社

会
増
へ
と
波
及
し
た
。 

　
　
本
市
の
１
９
６
集
落

の
う
ち
限
界
集
落
は
29(

中

村
22
、
西
土
佐
７)
と
把
握

し
て
い
る
。 

　
10
年
後
の
予
測
は
行
っ

て
い
な
い
が
、
厳
し
い
住

環
境
の
中
、
集
落
の
自
主

性
を
生
み
出
し
市
も
サ
ポ

ー
ト
を
続
け
る
。国
、県
の

雇
用
対
策(

21
〜
24)

の
総

額
は
９
・
３
億
円
、６
６
０

人
の
雇
用
を
生
み
、
う
ち

中
山
間
地
域
に
３
・
２
億
円
、

１
８
７
名
の
雇
用
に
繋
が

っ
た
。
今
後
継
続
す
る
事

業
は
32
件
、
75
人
の
雇
用

を
予
定
。
事
業
を
検
証
し

な
が
ら
支
援
等
続
け
る
。 

　
　
基
金
は
合
併
で
12
億

円
積
立
て
た
。
事
業
を
現

在
ま
で
限
定
せ
ず
、
市
民

の
連
帯
の
強
化
又
は
地
域

振
興
に
資
す
る
事
業
に
充

て
た
。
毎
年
６
７
０
０
万

円
の
取
り
崩
し
が
可
能
で

あ
り
効
果
的
活
用
に
努
め

る
。 

　
　
相
談
員
６
名
、
指
導

員
２
名
、
更
に
就
労
支
援

員
１
名
で
直
接
的
な
対
応

を
し
て
い
る
。 

　
　
生
活
保
護
法
で
も
保

護
費
の
使
途
が
限
定
さ
れ

て
い
な
い
こ
と
か
ら
新
た

な
監
視
は
考
え
て
い
な
い
。 

坂本けい子 議員 

質
問 

質
問 

答
弁 

答
弁 

質
問 

質
問 

質
問 

質
問 

質
問 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

生
活
保
護
基
準
の
引
き

下
げ
に
伴
い
他
の
制
度

に
生
じ
る
影
響
は 

地
域
振
興
基
金
の
限
定

活
用
を 

生
活
保
護
の
支
給
は
適
正
か 

＝議員の一般質問に関する記事の原稿は、質問議員自らが項目を選定し作成しています＝ 
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川村一朗 議員 

四
万
十
川
の
清
流
保
全 

通
学
路
の
安
全
対
策 

　
　
四
万
十
川
も
渇
水
時

に
よ
ど
み
の
中
を
歩
け
ば

苔
で
滑
る
、
濁
り
が
舞
い

上
が
る
状
態
で
と
て
も
清

流
と
は
言
い
難
い
状
況
で

す
。
膨
大
な
砂
利
を
採
取

さ
れ
た
四
万
十
川
は
浄
化

機
能
が
低
下
し
、
今
や
砂

利
が
土
で
覆
わ
れ
て
い
る
。

土
を
除
去
す
る
浄
化
槽
の

設
置
や
水
辺
へ
の
砂
利
の

投
入
を
す
べ
き
と
思
う
が

河
川
管
理
者
で
あ
る
県
へ

の
働
き
か
け
を
す
べ
き
だ
。 

　
　
愛
媛
県
松
野
町
に
高

知
県
に
は
な
い
大
規
模
な

養
豚
団
地
計
画
が
さ
れ
て

い
る
と
聞
く
が
、
平
成
７

年
に
も
上
家
地(

松
野
町)

に
常
時
頭
数
１
万
２
９
７

４
頭
飼
育
す
る
モ
デ
ル
実

験
農
場
が
計
画
さ
れ
て
い

た
。
当
時
の
試
算
で
は
そ

の
豚
が
排
出
す
る
一
日
の

糞
の
量
は
19
・
６
ト
ン

、尿
33
・

５
ト
ン

、
洗
浄
等
38
・
２
ト
ン

、

合
わ
せ
て
91
・
３
ト
ン

の
汚

水
処
理
を
想
定
し
、
糞
処

理
は
発
酵
堆
肥
化
し
肥
料

と
す
る
。
最
終
的
に
は
蒸

散
気
化
な
ど
を
行
い
無
排

水
と
す
る
と
し
て
い
た
。

同
規
模
だ
と
堆
肥
の
量
は

１
万
ト
ン

以
上
に
な
る
と
思

わ
れ
る
。
今
回
の
構
想
の

常
時
頭
数
、排
水
処
理
方
法
、

堆
肥
の
量
と
保
管
、
薬
物

使
用
に
つ
い
て
問
う
。 

　
　
昭
和
56
年
と
平
成
22

年
の
水
質
調
査
結
果
を
見

る
限
り
、
数
値
的
に
は
ほ

と
ん
ど
変
わ
っ
て
い
な
い
。

し
か
し
、
近
年
四
万
十
川

が
清
流
で
な
く
な
っ
た
、

水
量
が
減
少
し
た
と
言
わ

れ
て
い
る
の
も
事
実
だ
。

内
水
面
漁
協
関
係
者
と
市

が
協
議
す
る
中
で
砂
利
の

掘
削
や
河
原
の
か
く
乱
を

河
川
管
理
者
で
あ
る
幡
多

事
務
所
に
申
入
れ
、
25
年

度
予
算
に
調
査
費
を
要
求

し
て
い
る
と
聞
い
て
い
る
。

浄
化
槽
や
石
の
投
入
に
つ

い
て
は
河
川
管
理
上
可
能

か
ど
う
か
検
討
し
て
い
き

た
い
。 

　
　
常
時
頭
数
は
１
万
２

０
０
０
頭
、
そ
の
他
雌
１

０
０
０
頭
、雄
20
頭
だ
。排

水
処
理
施
設
は
な
く
全
て

オ
ガ
屑
等
に
吸
わ
せ
堆
肥

化
さ
せ
る
。 

　
堆
肥
の
量
は
２
５
０
０

ト
ン

、倉
庫
は
４
３
０
０
２
ｍ
。

イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
で
調
べ

る
と
無
農
薬
に
近
い
と
あ

っ
た
。 

　
　
昨
年
の
全
国
総
点
検

を
踏
ま
え
「
点
検
の
た
め

の
点
検
」
に
な
ら
ぬ
よ
う

本
市
の
今
後
の
整
備
は
。 

　
　
今
後
の
取
り
組
み
計

画
は
。
全
小
中
学
校
に
於

い
て
最
低
で
も
学
年
教
室

の
整
備
を
す
べ
き
で
は
な

い
か
、
計
画
は
優
先
順
位

を
つ
け
た
も
の
か
。 

　
　
老
朽
化
対
策
は
ど
う

か
。 

　
　
当
初
の
確
約
書
は
地

権
者
に
と
っ
て
不
利
益
を

被
っ
た
り
不
合
理
な
確
約

書
で
あ
っ
た
が
、
訂
正
を

し
て
頂
き
実
現
し
た
が
そ

れ
以
前
又
以
後
の
確
約
書

も
訂
正
し
た
も
の
に
な
る

の
か
。 

　
　
設
置
者
で
保
守
、
法

定
点
検
を
し
て
い
な
い
者

が
数
多
く
い
る
設
置
者
で

不
公
平
差
が
あ
り
環
境
汚

染
に
も
つ
な
が
る
こ
の
状

況
を
ど
の
よ
う
に
お
考
え

か
伺
う
。 

　
　
避
難
道
70
を
超
え
る

整
備
計
画
は
３
カ
年
で
可

能
か
。 

　
　
本
市
の
通
学
路
の
危

険
カ
所
は
26
カ
所
あ
り
、

こ
の
内
10
カ
所
は
、歩
道
、

路
側
帯
拡
幅
整
備
を
社
会

資
本
整
備
総
合
交
付
金
事

業
で
平
成
25
年
度
よ
り
５

カ
年
計
画
で
整
備
す
る
。

ま
た
、
警
察
に
よ
る
パ
ト

ロ
ー
ル
強
化
、
学
校
で
の

児
童
へ
の
交
通
指
導
、
注

意
喚
起
は
点
検
直
後
よ
り

実
施
し
て
い
る
。 

　
　
下
田
小
中
、
八
束
小

中
に
つ
い
て
は
津
波
被
害

を
想
定
し
避
難
路
確
保
の

た
め
、
ま
た
西
土
佐
中
は

現
在
工
事
中
で
あ
り
共
に

校
舎
全
ガ
ラ
ス
に
飛
散
防

止
フ
ィ
ル
ム
整
備
を
す
る
。 

　
　
訂
正
し
た
も
の
を
使

用
す
る
。 

　
　
24
年
度
継
続
25
年
度

50
路
線
26
年
度
20
路
線
で

全
て
終
了
さ
せ
る
。 

　
　
浄
化
槽
の
点
検
、
受

検
率
は
県
下
で
低
い
方
で

あ
る
。
要
因
は
２
つ
あ
り

保
守
点
検
を
す
れ
ば
法
定

点
検
は
不
要
と
思
っ
て
い

る
。
ま
た
使
用
廃
止
届
け

を
し
て
い
な
い
者
も
カ
ウ

ン
ト
さ
れ
て
い
る
事
が
原

因
で
あ
る
。今
後
、県
と
連

携
し
指
導
強
化
を
す
る
。 

　
　
本
市
の
学
校
教
育
施

設
は
49
施
設
あ
る
。
築
後

20
年
以
上
経
過
し
た
も
の

は
全
体
の
84
％
で
あ
る
。

今
後
優
先
順
位
を
付
け
整

備
し
て
い
く
。 

勝　泰彦 議員 

質
問 

答
弁 

答
弁 

質
問 

質
問 

質
問 

質
問 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

答
弁 

＝議員の一般質問に関する記事の原稿は、質問議員自らが項目を選定し作成しています＝ 

学
校
、
保
育
所
等
の
非
構

造
物
の
耐
震
化
に
つ
い
て 

避
難
道
施
設
整
備
の
確
約

書
に
つ
い
て 

質
問 

質
問 

家
庭
用
合
併
処
理
浄
化
槽

の
適
正
化
に
つ
い
て 

質
問 

養
豚
団
地
構
想 

河
川
の
浄
化
を 

こ
け 

す
べ 

が
た 

ぼ
う 

だ
い 

お
お に

ご 

か
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す
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な
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議　案 

第１号議案　平成24年度四万十市一般会計補正予算について　　　　　　　　　　　（取下げ許可） 
計上漏れがあり取下げ。第65号議案として追加提案される 

第２号議案　平成24年度四万十市国民健康保険会計事業勘定補正予算について （全会一致原案可決） 
193万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を43億8,067万8,000円とする。共同
事業拠出金本年度拠出金額の確定による 

第３号議案　平成24年度四万十市下水道事業会計補正予算について　　　　　（全会一致原案可決） 
1億9,528万2,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を11億1,168万7,000円とする
もの。八反原排水機場ポンプ施設増設1億5,890万円など国の補正予算による事業
追加及び決算見込みによる 

第４号議案　平成24年度四万十市住宅新築資金等貸付事業会計補正予算について（全会一致原案可決） 
49万6,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を162万9,000円とする。住宅新築資金
等貸付金元利収入の増収見込みによる 

第５号議案　平成24年度四万十市農業集落排水事業会計補正予算について　　（全会一致原案可決） 
490万円を追加し、歳入歳出予算の総額を5,418万1,000円とする。国の補正予算に
よる最適整備構想策定490万円 

第６号議案　平成24年度幡多中央介護認定審査会会計補正予算について　　　（全会一致原案可決） 
47万3,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を729万2,000円とする。介護認定シス
テムの改修等に要する経費を補正するもの 

第７号議案　平成24年度四万十市介護保険会計保険事業勘定補正予算について（全会一致原案可決） 
7,557万5,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を34億4,383万6,000円とする。介護
認定審査会への繰出金及び年間見込の見直しにより保険給付費を補正するもの 

第８号議案　平成24年度四万十市簡易水道事業会計補正予算について　　　　（全会一致原案可決） 
8,606万1,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を6億3,545万6,000円とする。大宮
統合簡易水道施設整備1億1,172万9,000円、決算見込みによる口屋内簡易水道施設
整備2,566万8,000円の減額 

第９号議案　平成24年度四万十市水道事業会計補正予算について　　　　　　（全会一致原案可決） 
営業費用を2,287万8,000円増額し、補正後の事業費用を3億8,867万8,000千円とす
る。職員の退職給与金 

第10号議案　平成25年度四万十市一般会計予算について　　　　　　　　　　 （賛成多数原案可決） 
歳入歳出予算総額を185億6,600万円と定める。歳出予算の主なものは西土佐総合
支所・消防分署庁舎建設6億9,726万7,000円、退職手当2億5,750万5,000円、緊急雇
用創出臨時特例基金事業費2億6,185万5,000円で31事業に失業者52名新規雇用予
定、子どもの医療費助成は小学校卒業まで拡大し8,487万3,000円、病院事業会計負
担金2億6,433万9,000円（その内、市民病院経営支援分は3,500万円）、道の駅情報発 
信拠点施設整備1億5,156万1,000円、口屋内沈下橋公衆トイレ整備2,208万6,000円、 
幡多地域観光キャンペーン実行委員会補助金2,000万円、地震津波対策9,120万
1,000円、防災対策加速化基金の積立金1,500万円など 

第11号議案　平成25年度四万十市国民健康保険会計事業勘定予算について　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を43億8,129万3,000円と定める。保険給付費28億6,737万
5,000円、後期高齢者支援金等5億5,443万7,000円、介護納付金2億6,720万3,000円
など 

第12号議案　平成25年度四万十市国民健康保険会計診療施設勘定予算について（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を3億1,723万7,000円と定める。西土佐診療所、大宮出張診療所、 
口屋内出張診療所それぞれの職員給与費、管理運営費、研修研究費及び医薬材料費
など 

第13号議案　平成25年度四万十市奥屋内へき地出張診療所会計予算について　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を543万6,000円と定める。診療所における職員給与費、管理運
営費及び医薬材料費など 

第14号議案　平成25年度四万十市後期高齢者医療会計予算について　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を4億8,348万9,000円と定める。事務経費と後期高齢者医療広
域連合へ納付する保険料など 

第15号議案　平成25年度四万十市下水道事業会計予算について　　　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を6億8,153万1,000円と定める。渡上り(わたりあがり)都市下
水路改修に要する経費 

第16号議案　平成25年度四万十市と畜場会計予算について　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を2億3,307万2,000円と定める。食肉センターの運営に要する経費 

第17号議案　平成25年度幡多公設地方卸売市場事業会計予算について　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を546万9,000円と定める。消防設備改修189万9,000円、障害者
用トイレ設置144万6,000円など 

第18号議案　平成25年度四万十市住宅新築資金等貸付事業会計予算について　 （全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を103万8,000円と定める。貸付金の償還金 
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第19号議案　平成25年度四万十市鉄道経営助成基金会計予算について　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を4億22万円と定める。鉄道経営助成基金積立金2億22万円、 
土佐くろしお鉄道への経営助成金2億円 

第20号議案　平成25年度四万十市農業集落排水事業会計予算について　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を4,876万6,000円と定める。古津賀及び森沢地区の施設管理
運営に要する経費 

第21号議案　平成25年度幡多中央介護認定審査会会計予算について　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を672万5,000円と定める。要介護度審査判定業務に要する経費 

第22号議案　平成25年度四万十市介護保険会計保険事業勘定予算について　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を35億9,550万6,000円と定める。地域介護・福祉空間整備補助
1,000万円、介護基盤緊急整備補助1億2,500万円、介護保険施設開設準備支援補助
2,160万円、保険給付費33億136万9,000円など 

第23号議案　平成25年度四万十市簡易水道事業会計予算について　　　　　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を3億581万6,000円と定める。西部統合簡易水道施設整備
1,645万円、後川簡易水道施設整備2,713万4,000円など 

第24号議案　平成25年度四万十市園芸作物価格安定事業会計予算について　　（全会一致原案可決） 
歳入歳出予算の総額を2,810万2,000円と定める。園芸作物の価格差補給金 

第25号議案　平成25年度四万十市水道事業会計予算について　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
事業収益4億2,401万8,000円、支出は事業費用3億6,083万2,000円を予定、差引き税
込み6,318万6,000円の利益見込 

第26号議案　平成25年度四万十市病院事業会計予算について　　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
病院事業収益18億1,163万9,000円（医業収益17億2,457万7,000円、一般会計繰入
金など医業外収益8,706万2,000円）、附帯事業収益4,135万8,000円 

第27号議案　四万十市行政改革委員会設置条例　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
次期行政改革大綱を策定するため附属機関を設置するもの 

第28号議案　四万十市防災対策加速化基金条例　　　　　　　　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
高知県津波避難対策等加速化臨時交付金を受け入れるため、基金を新たに創設するもの 

第29号議案　四万十市文化施設建設基金条例　　　　　　　　　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
文化センターが老朽化し、新たな文化施設建設が求められていることから、建設実
現を図るため新たに基金を創設するもの 

第30号議案　四万十市指定地域密着型サービスの事業の人員、設備及び運営に関する基準を定める条例（全会一致原案可決） 
第31号議案　四万十市指定地域密着型介護予防サービスの事業の人員、設備及び運営並びに指定地 
　　　　　　域密着型介護予防サービスに係る介護予防のための効果的な支援の方法に関する基 
　　　　　　準を定める条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
第32号議案　四万十市指定地域密着型介護老人福祉施設の入所定員並びに指定地域密着型サービス
　　　　　　事業者及び指定地域密着型介護予防サービス事業者の申請者の資格を定める条例 

（全会一致原案可決） 
〔30～32〕地域主権改革一括法により施設・公物の設置管理基準等を国の基準に準
じて市条例で定めるもの 

第33号議案　四万十市新型インフルエンザ等対策本部条例　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
新型インフルエンザ等対策特別措置法に対策本部の設置が義務付けられたことから、 
条例で規定するもの 

第34号議案　四万十市歯と口の健康づくり推進条例　　　　　　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
歯科口腔保健の推進に関する法律及び条例の施行により、本市の基本施策の推進な
どについて定めるもの 

第35号議案　四万十市高齢者、障害者等の移動等円滑化の促進に係る特定公園施設の設置に関する 
　　　　　　基準を定める条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
第36号議案　四万十市道路の構造の技術的基準及び道路に設ける道路標識の寸法を定める条例（全会一致原案可決） 
第37号議案　四万十市高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に係る特定道路の構造に関する基 
　　　　　　準を定める条例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
第38号議案　四万十市準用河川管理施設等の構造の技術的基準を定める条例　（全会一致原案可決） 
第39号議案　四万十市営住宅等の整備に関する基準を定める条例　　　　　　（全会一致原案可決） 

〔35～39〕地域主権改革一括法により施設・公物の設置管理基準等を国の基準に準
じて市条例で定めるもの 

第40号議案　四万十市生活交通バス事業に関する条例　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
路線の運行形態等の見直しを行うため、四万十市代替バス事業に関する条例の全部
を改正するもの 

第41号議案　四万十市津波避難タワー設置条例の一部を改正する条例　　　　（全会一致原案可決） 
山路地区津波避難タワーを住民の使用に供させるため、設置条例に追加するもの 

第42号議案　四万十市職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例 （全会一致原案可決） 
非常勤職員も育児休業等を取得できることになり、所要の改正をするもの 

第43号議案　四万十市非常勤特別職員の報酬及び費用弁償支給条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
消防団員の年額報酬を引き上げるもの 
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第44号議案　四万十市特別職の職員で常勤のものの給与及び旅費に関する条例等の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
昨年の県人勧に準じ特別職等の期末手当を引き下げるもの 

第45号議案　四万十市一般職員の給与に関する条例及び四万十市企業職員の給与の種類及び基準に 
　　　　　　関する条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
第46号議案　国民健康保険診療所に勤務する医師の給与に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 

県人勧に準じた期末手当の引き下げ、管理職手当の定額化及び災害対策本部等の業務
により管理職員が勤務した場合の管理職員特別勤務手当の新設について定めるもの 

第47号議案　四万十市税条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
国税通則法の改正に伴い、申請に対する許認可等の処分や不利益処分を行う場合にそ
の理由の提示が義務付けられたことから所要の規定を定めるもの 

第48号議案　四万十市土地開発基金条例の一部を改正する条例　　　　　　　（全会一致原案可決） 
四万十市土地開発公社の解散に伴い、土地開発基金の運用方法の規定が不要となっ
たため、削除するもの 

第49号議案　四万十市立学校設置条例の一部を改正する条例　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
休校中の口屋内小学校は今後、学校としての利用は難しいことから用途を廃止し、 
地域住民の活動拠点施設として活用するもの 

第50号議案　四万十市立働く婦人の家条例の一部を改正する条例　　　　　　（全会一致原案可決） 
施設の余剰部分について、他の公共団体に無償で貸付けできる規定を追加するもの 

第51号議案　四万十市天体観測施設の設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
施設の移設新設による所在地変更、利用料金の設定や指定管理者の規定を整備するもの 

第52号議案　四万十市福祉医療費助成に関する条例の一部を改正する条例　　（全会一致原案可決） 
６歳までの対象範囲を、平成25年6月1日から12歳までの児童に拡大するもの 

第53号議案　四万十市廃棄物の減量及び適正処理等に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
地域主権改革一括法により施設・公物の設置管理基準等を国の基準に準じて市条例で
定めるもの 

第54号議案　四万十市交通傷害保障条例の一部を改正する条例　　　　　　　 （全会一致原案可決） 
交通傷害保険の加入者負担金の減額又は免除する規定を明確化するために定めるもの 

第55号議案　四万十市放置自動車の適正な処理に関する条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
市有地及び市管理地における放置自転車等の撤去や処分について規定するもの 

第56号議案　四万十市アロエ製品加工施設条例の一部を改正する条例　　　　（全会一致原案可決） 
建設費用相当分については納付済であることから、アロエ製品加工施設の使用料の積
算方法、使用料の見直しを行うもの 

第57号議案　四万十市都市公園条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
第58号議案　四万十市下水道条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 

地域主権改革一括法により施設・公物の設置管理基準等を国の基準に準じて市条例
で定めるもの 

第59号議案　四万十市山間地域定住促進住宅設置及び管理条例の一部を改正する条例（全会一致原案可決） 
空き住宅となっているものについて、地域おこし協力隊員の住宅として活用が見込
める1戸について用途を廃止するもの 

第60号議案　四万十市水道事業の給水に関する条例の一部を改正する条例　　（全会一致原案可決） 
地域主権改革一括法により施設・公物の設置管理基準等を国の基準に準じて市条例
で定めるもの 

第61号議案　四万十市簡易水道設置及び管理に関する条例の一部を改正する条例　　　（全会一致原案可決） 
鵜ノ江、久保川、勝間地区の簡易水道施設が完成し、川登簡易水道の給水区域に追加す
るもの 

第62号議案　四万十市長等の退職手当支給条例の一部を改正する条例　　　　 （全会一致原案可決） 
国家公務員の退職手当の見直しに準じて、常勤特別職の退職手当の引下げを行うもの 

第63号議案　こうち人づくり広域連合規約の一部変更について　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
広域連合計画が改定されたことに伴い、「こうち人づくり広域連合規約」の一部変更に
ついて議会の議決を求めるもの 

第64号議案　幡多広域市町村圏事務組合規約の一部変更について　　　　　　（全会一致原案可決） 
幡多広域市町村圏事務組合規約の一部変更することについて議会の議決を求めるもの 

第65号議案　平成24年度四万十市一般会計補正予算（第６号）について　　　　（全会一致原案可決） 
28億3,611万8,000円を追加し、歳入歳出予算の総額を227億4,378万円とするもの。 
補正の主なものは退職手当4,320万5,000円、大用地域農業水利施設保全整備3,011
万1,000円、農業体質強化基盤整備促進9,669万3,000円、林道中村大正線法面改良
2,000万1,000円、国の補正予算による道路橋梁防災・安全対策2億5,646万9,000円、住
宅耐震診断・改修、ブロック塀耐震対策5,198万円、地震津波対策4億7,450万円、防
災行政無線整備2億円、中村小学校改築3億3,220万9,000円、中学校３校屋内運動場
改築9億1,954万5,000円、武道館整備4億7,539万9,000円など 

第66号議案　四万十市職員の退職手当に関する条例等の一部を改正する条例　（全会一致原案可決） 
国家公務員の退職手当の見直しに準じて、職員の退職手当の支給水準の引下げにつ
いて、議会の議決を求めるもの 

市議会だより 10
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第１号　四万十市議会委員会条例の一部を改正する条例　　　　　　　　　　（全会一致原案可決） 
総務常任委員会の所管事項に平成24年12月定例会で可決された「四万十市行政組織条例

の一部を改正する条例」に基づき、地震防災課を加えるもの 

議員提出議案 

○住民の安全・安心を支える公務・公共サービスの体制・機能の充実を求める意見書（賛成少数否決） 

　（提出者…川村一朗ほか９名） 

意見書 

　東日本大震災や台風などにより、大きな被害が発生すると、公務労働者は国・地方を問わず、復旧・復興に向け
て全力で取り組み、国は、すべての地方出先機関と本省が一体となって役割を発揮している。 
　仮に、国の出先機関の廃止や地方移譲が行われていたなら、迅速な復旧等のとりくみは極めて困難であると考
える。そうした復旧・復興の活動は報道でも取り上げられ、公務・公共サービスの重要性や「構造改革」路線の問題
点が指摘されると共に、国民のいのちを守り安全・安心を確保するためには、国と地方の双方による責任と役割
の発揮が不可欠なことが改めて明らかになった。 
　現在の都道府県をなくし、国の役割を外交や、危機管理、金融などに限定する、「道州制」導入の議論が活発化し
ている。「道州制」ありきの議論が進めば、国民のくらし、福祉、教育などに関わる国の責任が大きく後退すること
や、住民との距離が広がることによる住民自治の形骸化などが懸念される。 
　政府統計が示すとおり、国民の所得と消費は下がり続け、就業・営業や就学の困難が増し、格差と貧困が広がり
続けている。また、南海地震等の発生が確実視されるなど生活の不安は増すばかりとなっている。こうしたなかで、
国民のいのちを守り安全・安心を確保するためには、国と地方の共同による責任と役割の発揮が不可欠である。 
　出先機関の原則廃止をはじめとする「地域分権改革」や「道州制」は、地域において国が果たすべき責任と役割
をあいまいにするもので、憲法２５条の完全保障を求める国民的要求に背くものである。 
　よって、政府におかれては、下記の事項を実現するよう強く要望する。 

 
記 

１　憲法第25条の完全保障を実現するため、国と地方の共同を強めるとともに、公務・公共サービスの体制・機能
　の充実をはかること 
２　防災対策など住民の安全・安心を確保するために必要な国の出先機関や独立行政法人の体制・機能の充実を
　はかること 
３　南海地震など大規模地震への対策（道路・防波堤整備など）や、被災した場合に迅速な復旧・復興ができるよ
　うに、国の出先機関の廃止や移管は行わないこと。 

○介護職員処遇改善加算の継続、拡充を求める意見書　　　　　　　　　（賛成多数原案可決） 

（提出者…稲田勇ほか10名） 
　介護職員の処遇改善の取り組みとして、平成21年10月から実施されていた介護職員処遇改善交付金制度は、
平成24年度から介護報酬に組み込まれ、介護職員処遇改善加算として継続されています。 
　しかし、この加算制度は「経過的な取り扱いとして平成27年３月31日までの間」とされ、次回の改定以降継続
については、不透明な状況です。 
　超高齢化社会を迎えて、介護を担う介護職員の不足は深刻で、離職者が依然として高い状況が続いており、介
護事業者は介護職員の確保に苦慮しています。 
「介護崩壊」をくい止め、安全・安心の介護を実現するためには介護職員の処遇改善が不可欠です。 
　介護職員の賃金実態は全労働者平均と比較しても、およそ３分の２程度であり、政府公約である介護職員への
４万円の賃上げからも、介護処遇改善加算は、廃止でなく、継続して拡充させる事が求められます。 
　また、介護処遇改善加算においても、これまでの介護処遇改善交付金の仕組みを踏襲し、国民の負担増になら
ない方法で行われる必要があります。 
　以上の趣旨から、安全・安心の介護実現のために介護職員の人材確保を図るため、下記の事項について国に要
望します。 
 

記 
１　介護職員処遇改善加算を平成27年４月１日以降も継続すること 
２　介護職員処遇改善加算の対象職員を介護職員以外の職種にも拡大すること 
（提出先　内閣総理大臣、厚生労働大臣、財務大臣、文部科学大臣、総務大臣） 
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（西土佐総合支所では１階市民室で視聴いただけます） 

次回定例会は６月です。傍聴においで下さい。 
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○（仮称）幡多博覧会の四万十川観光開発（株）の位置付けについて要望　（全会一致趣旨採択） 

　（陳情者…四万十川観光開発(株)代表取締役　植田鮎子） 
（要望要旨） 
　幡多郡中で、今年７月から12月にかけてサンリバー四万十を中心にイベントが開催される計画が進みつつあ
る。一度サンリバー四万十に人を集めてそこから観光客を各地域に配るというものであります。 
　このことには重大な欠落した瑕疵があります。四万十川観光開発（株）に対しても、各施設にしても、重大な影
響を与えることになることを申し上げます。そのようなことにならない為に、又四万十川観光開発（株）そのもの
の将来も含めて、下記のとおり要望いたします。 
１．博覧会においては、サンリバー四万十と同等の案内所としての取り扱いをお願いしたい。 
２．四万十市の四万十川観光の在り方と四万十川観光開発（株）及び下流域の観光地としての扱いについて、検討
　 をお願いしたい。 
〔趣旨採択理由〕 
　このキャンペーンは幡多６市町村と観光協会・商工会議所等42の関係機関で組織する実行委員会が主催であ
り、四万十市のみで決定できるものではなく、幡多６市町村の関係機関の協議を経て決定され、実行委員会と同
様の機関の実務担当者で組織化した準備会において、度重なる協議を経て意見集約されたものであります。 
　インフォーメーションセンターはサンリバー四万十の敷地内の幡多広域観光協議会を事務所としており、キャ
ンペーンの案内やクーポン券販売など必要最小限にとどめ、イベントなど大規模な集約は行わないことは準備
会で確認されています。宿泊施設・道の駅など民間施設においても各施設の誘客に繋がるようにパンフレット等
配架する仕組みも整えているとのことで、下流域の観光についても、観光遊覧船の紹介、シラスウナギ漁など下
流域のPRも行っており、下流域の観光地として取扱いも軽視しているものではなく、準備会での決定事項と要
望の内容に少し相違があると思われます。 
　議会としては、これまで四万十川観光開発（株）の貢献してきた役割も大変大きいことや要望の趣旨は十分理
解できるものですが、すべて受け入れできることではありません。市として、これからの意見調整のなかで業者
間の問題や誤解などが生じることのないよう最大限努力をして、進めていってもらいたいということで、全会一
致で趣旨採択といたしました。 

○生活保護基準を引き下げないことを求める意見書　　　　　　　　　　　（賛成少数否決） 

（提出者…坂本けい子ほか７名） 

陳　情 

　生活保護法は、第1条で「憲法第２５条に規定する理念に基づき、国が生活に困窮する全ての国民に対し、その
困窮の程度に応じ、必要な保護を行い、その最低限度の生活を保障するとともに、その自立を助長することを目的」
としており、第２条では、「全ての国民は、この法律の定める要件を満たす限り、この法律による保護を無差別平
等に受けることが出来る」と定めている。生活保護受給者が２１２万人を超えたことから、受給人口増加だけを
問題ととらえ生活保護基準の引き下げなど、改定が行われようとしている。 
　生活保護基準は健康で文化的な最低限度の生活基準であってわが国における生存権保障の水準を決する極め
て重要な基準である。基準が下がれば、最低賃金など、労働者の労働条件に影響が及ぶこと。また生活保護基準は
地方税の非課税の基準で、国保、介護保険の保険料・利用料の減免基準、保育料、就学援助金の給付対象基準など
多様な施策の適用基準にも連動しており、生活保護基準の引き下げは生活保護を利用している人だけでなく、あ
らゆる人々の生活全体に大きな影響を与える。同時に生活保護基準を引き下げることは、国が国民に対する責任
ある憲法の生存権の保障を破棄するものであり、財政目的から安易な引き下げは断じて許されない。 
　よって、生活保護基準の引き下げをはじめとする生活保護制度の後退をしないことを求める 


